























Public relations and enlightenment for first aid 
by social media ‘Twitter’
Mayumi NAKAZAWA, Kensuke SUZUKI and Satoo OGAWA
Abstract: The purpose of this study investigated the effect using twitter on educational information 
about first aid. We made tweets based on the First Aid 16 items of Guidelines 2015 for Citizens, Chapter 
7 of First-aid. These tweets were posted from May 2nd to 9th in 2018 and analyzed impressions and en-
gagements.
As a result, it had a total of 129,815 impressions and 6,455 engagements.
This result shows that it was able to provide the information about first aid to many people by social 
media.
However we could not know whether the information spread correctly because it has the limitation 
character length (within 140 letters). How to communicate information correctly is the subject of further 
study.
Posting by social media was thought to be effective for spreading first aid because it can be easily 
done by a single person at low cost.
要旨： 本研究は Twitterによる情報拡散がファーストエイドの普及活動に対する影響を確認した。
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JRVC 救急アドバイザーの Twitter アカウント
（@JRVC_EMT）より，「救急蘇生法の指針 2015」第 7
章，ファーストエイドの 16項目について，各 1回ずつ
















2018年 5月 2日，フォロワー数 1,196人で開始した。

















































ソーシャルメディア（mixi, Facebook, GREE, Mobage, 
Twitter, LINE）の利用率が調査されていた。2016年の
調査では，主なソーシャルメディアの利用率は，前回
調査の 66.5％から 71.2％に増加していた。特に Twitter
は，若い世代に利用されている傾向がある。10代の
61.4％，20代の 59.9％，30代の 30.0％が利用していた。
Twitter公式アカウントでは，2017年 10月の時点で国
内の利用者は 4,500万人を超えたと発表しており，利
用者も増加傾向にある。そのため，地域の共助の担い
手となる比較的若い世代への広報効果は，十分に期待
できると考えられた。
り，117人増加した。フォロワー 100人からのアンケー
ト結果では，Twitterによるファーストエイドの情報発
信は 98％が役に立つと回答した（図 2）。
考　　察
本研究では，ユーザーが 8日間という短期間で約 13
万回にわたり，ファーストエイドを視ていたことが確
認された。エンゲージメント率は，その投稿に対して
どれくらいの人が反応したのかという割合を示すもの
表 1　Twitterによるファーストエイドの拡散（2018.5.10 10:40現在）
図 2　Twitterアンケート結果
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ファーストエイドの普及啓発を目的としたソーシャルメディア（Twitter）活用の有用性
いきたいと考えた。
しかしながら，ソーシャルメディアの問題として，
特に危険面を認識しなければならない。総務省「平成
23年版情報白書」5)では，Twitterの実名の利用率は
7.2％にとどまり，過半数以上が，実社会で自分と結び
ついていない架空のハンドルネームを利用していると
のことであった。匿名性が高く，不都合になれば，す
ぐにアカウントを削除できるため，発信された情報に
誤ったコメントや悪意のあるコメントが付され拡散さ
れてしまう可能性がある。また，一度ツイートした情
報は，他のユーザーにリツイートという形で拡散され
るため，発信者である自分のツイートが削除されても，
リツイートやスクリーンショット等の形で残存してし
まう。したがって，内容が更新された場合の修正や誤
解を生じるツイートがなされた場合，完全な取り消し
が不可能となる場合がある。応急手当に関する情報は
生命にかかわる要素が含有されていることから，ツ
イートは慎重に行わなければならない。
また，今後の課題として，Twitterの 140字の数少な
い字数で情報が正確に伝わっているか，伝わった内容
が，適切に理解されて実際に有用であったかについて
検証しなければならない。実際のインプレッション数
とは，画面を流し読みしていた場合もカウントされて
しまうため，確認されても実際には読まれていない可
能性もある。また，Twitterの広告機能を使用した効果
的な広報や，曜日や時間帯による違い，添付する画像
による効果などについても，今後検証していきたい。
また，2011年に内閣官房・総務省・経済産業省が共
同で示した「国，地方公共団体等公共機関における民
間ソーシャルメディアを活用した情報発信についての
指針」から，公共機関が，ソーシャルメディアを活用
した広報活動を行う場合の方針を発表した。これは，
公共機関が民間のソーシャルメディアを活用すること
を後押ししたものと考えられた。実際には，これを契
機に，官公庁や公共機関において，ソーシャルメディ
アを活用した広報活動が積極的に行われるようにな
り，多くの官公庁が Twitterの公式アカウントを持つ
ようになった。このような状況から，ソーシャルメディ
アによる広報は，一般市民が情報を得る手段として普
及されていると考えられた。
2018年 5月 4日の時点で，Twitterの検索機能で
「＃ファーストエイド」を検索した際に，「＃ファース
トエイド」のハッシュタグを付加したツイートは，複
数確認されたが，その内容は「救急蘇生法の指針 2015」
第 7章に示すファーストエイドについてツイートした
ものではなかった。このことから，Twitterによる「救
急蘇生法の指針 2015」第 7章に示すファーストエイド
はこれまで実施されておらず，効果的に広報すること
ができたと考える。
Twitterを活用した応急手当の普及についての報告
は稀である。本邦では，布施ら 4)の研究で Twitter上の
熱中症の共起ワードの分析が実施され，熱中症と考え
られるツイート数と熱中症による救急搬送件数に強い
相関があることが報告されている。本研究の今後の課
題として，応急手当の情報発信と，それが実際に役に
立ったかを長期的に分析していく必要がある。
今までに多くの機関が心肺蘇生法について普及活動
を行ってきた。毎年発行されている総務省消防庁の「救
急救助の現況」では，救命講習の受講人員が確認する
ことが可能である。また，自動車免許取得時にも心肺
蘇生講習が義務付けられて，多くの市民が心肺蘇生法
の訓練を経験していると思われる。しかし，本邦にお
けるファーストエイドの普及については，その実態が
不明確であった。本研究において，短期間の広報で多
くの反応があったことは，ファーストエイドが市民に
とって「有益な情報」であり，拡散して数多くの人々
に伝えたいと思える情報であろう。
今回，ツイートを行った 16項目のうち，最も多かっ
た反応は「熱中症」であった（図 3）。国内では初夏に
気温が上がっていたことが，より身近な情報として伝
わったものであると考えられた。季節や時事に応じた
テーマを広報していくことが効果的であると思われ
た。また，Twitterによる広報活動は，低費用で労力も
少なくて済むため，一人の救急救命士個人で，応急手
当の普及啓発が実施できることとして今後も継続して
図 3　「熱中症」のツイート
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中澤　ほか
結　　論
ソーシャルメディアを活用したファーストエイドの
普及活動は，短期間で多くの人に情報を発信すること
ができる。今後は，ファーストエイド以外の応急手当
に関する情報や長期的な経過観察について研究を継続
する。
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